









契　　約　　書
	１
	名称
	個人事業税納税通知書送付用封筒への広告掲載に係る契約

	2
	契約期間
	令和９年４月１日から令和９年８月31日まで

	3
	契約金額
（消費税及び地方消費税を含む）
	
	
	十億
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	備考
	広告の掲載については、別紙仕様書のとおりとする。



この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通をそれぞれが保有する｡

令和　 年　 月   日

甲　　   大  阪  府
代  表  者　　大阪府知事　　吉村　洋文

乙　　   

(総則)
第１条　乙は、本業務の処理に当たり知り得た一切の事項については、理由の如何を問わず他人に開示または漏洩してはならない。また、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
２　乙は、この契約書、仕様書、大阪府広告事業要綱（以下「要綱」という。) 、大阪府広告事業掲載基準(以下「基準」という。) 及び税務局広告事業要領（以下「要領」という。）に定めるところに従わなければならない。
３　この契約に係る請求、通知、申出、同意、承諾及び解除は、書面により行う。
(権利義務の譲渡の禁止)
第２条　乙は、この契約から生ずる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。
(事故発生時の報告)
第３条　乙は、本契約の履行に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じたときは、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとする。
(法令の遵守)
第４条　乙は、本契約の履行に関し、法令及び関係規程を遵守しなければならない。
(広告料の納付)
第５条　乙は、広告料を甲が定める納付期限までに、甲が発行する納入通知書により納付しなければならない。
２　乙は、自己の責めに帰する事由により前項の規定による広告料の納付が遅れたときは、納付期限の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算して得た額の遅延利息を甲に支払うものとする。
(広告原稿の作成)
第６条　乙は、広告の原稿を全て乙の責任及び負担で作成するものとする。
(広告内容の修正)
第７条　甲は、広告の内容、デザイン等が各種法令等又はこの契約書、仕様書、要綱、基準及び要領に違反し、又はそのおそれがあると判断したときは、いつでも乙に対し広告の内容等の修正を求めることができるものとする。また、広告を掲載中であっても同様とする。
(広告掲載の取りやめ)
第８条　甲は、次の各号に該当する場合には、乙への催告その他何らの手続をすることなく、広告の掲載を取りやめることができるものとする。
 (1)　乙が、前条に規定する広告の内容等の修正を行わないとき。
(2)　乙が、各種法令等又はこの契約書、仕様書、要綱、基準及び要領に違反し、又はそのおそれがあると、甲が判断したとき。
(広告料の返還)
第９条　甲は、納付された広告料は返還しないものとする。ただし、特別の理由があるときは、その全部又は一部を返還することができる。
(契約解除)
第10条　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約を解除することができる。
(1)　甲が指定する期日までに、乙から広告料の納付がないとき。
(2)　前号に掲げるもののほか、広告の掲載を継続することが適切でないと認めるとき。
 (損害賠償)
第11条　乙は、本契約の履行に関し、この契約及びこの契約に基づく甲の指示に違反して、甲又は第三者に損害を与えた場合は、甲の責めに帰すべき事由による場合を除き、その損害を賠償しなければならない。
(その他)
第12条　甲の令和９年度歳入予算のうち当該契約に関する部分に変更が生じたときは、甲乙協議の上、当該契約を変更又は解除することができる。
２　この契約書に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

14

1

image2.emf
02   【個人】申込書.doc


02  【個人】申込書.doc
令和９年度　個人事業税納税通知書送付用封筒広告掲載申込書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


大 阪 府 知 事　　様

　　個人事業税納税通知書送付用封筒広告募集要項に基づき、次のとおり申し込みます。

		申　込　者

		住所又は所在地

		



		

		商号又は名称

		



		

		代表者職・氏名

		



		

		担当者

		部署名

		



		

		

		氏名

		



		

		連絡先

		電話

		



		

		

		ＦＡＸ

		



		広　告　内　容

		（出来るだけ詳細に記載してください。封筒に掲載する見本でも結構です。）



		広告料

		（広告掲載希望価格を記入してください。）


金　　　　　　　　　　　　円　（消費税及び地方消費税（合計10％）を含む。）
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個人事業税納税通知書送付用封筒広告募集要項

１　趣旨


この要項は、大阪府が作成する個人事業税納税通知書送付用封筒に掲載する広告を募集するにあたり、必要な事項を定めるものとします。


２　募集の内容


(1) 対象


令和９年度に大阪府が大阪府内に事務所・事業所を有する個人事業主あてに送付する封筒１種（個人事業税納税通知書送付用封筒）


(2) 広告の仕様


　　　別紙仕様書のとおり。

(3) 広告料について


　　　「令和９年度　個人事業税納税通知書送付用封筒広告掲載申込書」（以下「広告掲載申込書」という。）に記載する広告料は、４万円（消費税及び地方消費税（合計10％）を含む。）以上とします。

(4) 掲載できる広告について


・広告は、大阪府広告事業要綱、大阪府広告事業掲載基準及び税務局広告事業要領に従っていただきます。

・広告内容等については、大阪府の施策の推進を阻害しないものとしてください。

(5) その他の留意事項


・広告原稿の提出期限は、令和９年１月29日（金）とします。

　　・広告原稿の内容の決定にあたっては、大阪府と協議を行っていただきます。


・大阪府において、広告原稿の内容、デザイン等が各種法令又は仕様書、大阪府広告事業要綱、大阪府広告事業掲載基準及び税務局広告事業要領に違反し、又はそのおそれがあると判断した場合は、広告の内容等の修正を求めることとなります。修正に応じていただけない場合は、広告掲載を取りやめることがあります。

３　募集期間・応募方法等


(1) 応募書類の配付

応募書類は下記の方法にてご入手いただけます。


・窓口での配付

下記「４　応募先・問い合わせ先」　午前10時～正午、午後1時～午後５時


（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）

　　　・ホームページよりダウンロード

大阪府税ホームページ「府税あらかると」の広告掲載募集の概要のページ

（https://www.pref.osaka.lg.jp/o050030/zei/alacarte/2025_bosyu_kojin.html）

　(2) 応募について


· 応募期間：令和８年10月1９日（月）～令和８年11月20日（金）

· 受付時間：午前10時～正午、午後1時～午後５時


（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を

除く。）

· 応募方法：郵送又は持参


郵送による場合は、下記「4　応募先・問い合わせ先」税務企画グループあて書留郵便にて、

令和８年11月20日（金）必着で送付してください。


持参による場合は、下記「4　応募先・問い合わせ先」税務企画グループあて令和８年11月20日（金）午後5時までに提出してください。

· 提出書類：①広告掲載申込書（大阪府所定様式）

②誓約書（大阪府所定様式）

③府税に未納のないことを証する納税証明書（全税目・コピー可）

※広告代理店が申し込む場合にあっては、広告を掲載する企業等の府税に未納

のないことを証する納税証明書も併せて提出してください。


　　　　　　　　　　　

(3) 採用者への通知等


採用者には令和８年11月30日（月）に電話又はメールにて結果を通知する予定です。また、選定結果については、大阪府ホームページに掲載します。なお、不採用者に対しても通知します。

(4) その他

広告の掲載が決定した場合は、契約書（案）に基づき広告等の取扱に関する契約を締結します。


４　応募先・問い合わせ先


〒559-8555　

大阪市住之江区南港北1-14-16　大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）18階

大阪府財務部税務局税政課税務企画グループ　

電話：06-6210-9119（ダイヤルイン）
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税務局広告事業要領

（趣旨）


第１条　この要領は、大阪府広告事業要綱（以下「要綱」という。）及び大阪府広告事業掲載基準


（以下「掲載基準」という。）に定めるもののほか、税務局の広告事業実施に関し必要な事項を定めるものとする。


（広告の規格）


第２条　広告の規格については、広告媒体、掲載位置、サイズ等を考慮して別に定めるものとする。

（広告審査会の設置）


第３条　広告の掲載の可否を審査するため広告審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

（審査会の組織）


第４条　審査会は、税務局長、税政課長及び徴税対策課長を審査員として構成するものとする。なお、審査員は、必要に応じて加えることができるものとする。

（審査会の開催）


第５条　審査会は、広告事業を受託する者（以下「広告主」という。）の募集終了後に開催し、広告内容を審査する。


（広告主の募集）


第６条　広告主の募集は、公募により行うものとする。


２　前項の公募は、大阪府ホームページに広告募集を掲載することにより行うものとする。


（掲載できない広告内容等）


第７条　次の（１）から（３）に該当する場合は広告掲載できないものとする。


　（１）広告内容が次のアからウのいずれかに該当する場合


ア　要綱第３条及び掲載基準第３項を逸脱するもの


イ　大阪府の施策の推進を阻害する広告であって妥当でないと認められるもの


ウ　その他、掲載される広告として適当でないと認められるもの


　（２）掲載基準第２項に該当する場合

（３）広告掲載を申し込む者について府税に未納がある場合


なお、広告代理店が申し込む場合にあっては、広告を掲載する者も含む。

（広告の申込み）


第８条　次条の規定による選定を受けようとする者は、第6条の公募に応じて、別に定める広告掲載申込書を知事に提出するものとする。

（広告主の選定）


第9条 知事は広告掲載希望者から前条の規定による申込みがあったときは、最高の価格をもっ


て申込みをした者のうち、申込書に記載された広告内容が、審査会において認められたものを広告主として決定する。


２　ただし、最高の価格をもって申込みをした者の広告内容が適当でない場合には、最高に次ぐ価格をもって申込みをした者について前項の選定を行う。

３　前２項の規定により選定された広告掲載希望者が２者以上のときには、抽選により決定する。


（広告料）


第１０条　広告掲載申込書に記載する広告料については、別に定めるものとする。

２　広告デザインの作成に要する費用は広告主の負担とし、広告料には含まない。

（広告料の納付）


第１１条　広告主は、前条に規定する広告料を、知事が指定する期日までに一括で納付するものとする。

（その他）


第１２条　この要領に定めるもののほか、広告の掲載に関し必要な事項は、税政課長が定める。

　附　則


　この要領は、平成１９年１２月２０日から施行する。


この要領は、平成２１年４月１日から施行する。


　この要領は、平成２２年１１月２６日から施行する。

　この要領は、平成２５年１２月４日から施行する。

　この要領は、平成28年１０月４日から施行する。
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大阪府広告事業掲載基準


（趣旨）


１　この基準は、大阪府広告事業要綱（以下「要綱」という。）第３条第２項に規定する広告事業の範囲に係る基準を定めるものとする。 


（業種又は業者）


２　次の業種又は業者の広告（以下「広告」という。）は掲載しない。なお、広告を掲載中であっても、次の業種又は業者に該当するに至った場合も同様とする。

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に該当するもの


（２）消費者金融に係るもの


（３）たばこに係るもの


（４）ギャンブルに係るもの（宝くじに係るものを除く）


（５）法律の定めのない医業類似行為を行うもの


（６）民事再生法又は会社更生法による再生又は更生手続中のもの


（７）府の入札参加停止の措置を受けているもの又は大阪府入札参加停止要綱に該当する行為を行ったもの又は不利益処分（違法又は不適当な行為によるものである場合に限る）を受けているもの


（８）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員をいう。）及び暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例（平成二十二年大阪府条例第五十八号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者をいう。）によるもの

（９）前各号に定めるほか、掲載することが不適当であると広告掲載審査委員会（以下、「審査会」という。）が認めるもの

（掲載基準）


３　次のいずれかに該当するものは掲載しない。

なお、府は広告等ごとに、その具体的な内容を判断するものとし、その上で修正・削除等が必要な場合は、広告主又は広告代理店（以下「広告主等」という。）に依頼できるものとする。広告主等は正当な理由がない場合は、修正・削除に応じなければならない。


（１）法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの

ア　法令等で製造、販売等が禁止されている商品、許可等を受けていない商品、粗悪品その他掲載することが不適当と認められる商品、又はサービスを提供するもの 


イ　その他法令、条例及び規則、通達等に違反するもの又はそのおそれがあるもの

（２）公序良俗に反するもの又はそのおそれのあるもの

（３）人権侵害となるもの又はそのおそれがあるもの

ア　人種、性別、性的指向、性自認、障がい等に関する差別的な表現若しくは不当な差別につながる表現を含むもの又はそのおそれがあるもの

イ　他の者の氏名、名称、肖像、談話若しくは商標、著作権その他の財産権を無断で使用したもの又はそのおそれがあるもの

ウ　他の者をひぼうし、中傷し又は排斥するもの又はそのおそれのあるもの

エ　その他他の者の人権を侵害するもの又はそのおそれがあるもの

（４）政治性があるもの

ア　地方公務員法第36条に該当する政治的行為にかかるもの又はそのおそれのあるもの

イ　その他、政治的目的をもって行われる活動等

（５）宗教性があるもの

ア　宗教の布教推進を主目的とするもの又はそのおそれのあるもの

（６）社会問題についての主義主張

ア　個人又は法人その他団体の意見広告

イ　国内世論が大きく分かれている社会問題等に関する主義又は主張を含むもの

（７）個人の氏名広告

（８）当該広告の内容を、府が推奨しているかのような誤解を与えるおそれのあるもの

（９）公衆に不快の念又は危害を与えるもの

（10）青少年保護及び健全育成の観点から適切でないもの 

ア　広告する商品等とは無関係に裸体姿等によって単に目立たせるもの

イ　性的感情を著しく刺激するもの

ウ　犯罪を著しく誘発するおそれのあるもの 

エ　粗暴性、残虐性を著しく助長するもの 

（11）消費者の利益の確保及び公正な競争の観点から適切でないもの

ア　実際よりも、又は競争事業者のものよりも、著しく優良又は有利であると消費者に誤認されるおそれのある表示（不当表示）（合理的な根拠を示す資料がない場合は不当表示とみなす。）

イ　その他、消費者に誤認されるおそれのある表示

ウ　射幸心をあおる表現

（12）前各号に掲げるもののほか、掲載する広告として妥当でないと認められるもの

ア　府の広告事業の円滑な運営に支障をきたすもの又はそのおそれのあるもの

イ　非科学的又は迷信に類するもので、利用者を迷わせたり、不安を与えるもの又はそのおそれのあるもの

ウ　前各号に定めるほか、掲載することが不適当であると審査会が認めるもの
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大阪府広告事業要綱


（趣旨）


第１条　この要綱は、府が保有する資産（以下「府資産」という。）を広告媒体として活用し、広告を掲載する事業（以下「広告事業」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 


（目的）


第２条　広告事業は、府の新たな財源を確保し、府民サービスの向上と地域経済の活性化に寄与するとともに、広告主に地域貢献の機会を提供することを目的とする。

（広告事業の範囲）


第３条　次の各号のいずれかに該当する広告は、掲載しない。

　（１）法令等に違反するもの又はそのおそれのあるもの


　（２）公序良俗に反するもの又はそのおそれのあるもの


　（３）人権侵害となるもの又はそのおそれのあるもの


　（４）政治性のあるもの


　（５）宗教性のあるもの


　（６）社会問題についての主義主張

（７）個人の氏名広告

（８）当該広告の内容を、府が推奨しているかのような誤解を与えるおそれのあるもの

（９）公衆に不快の念又は危害を与えるもの

（10）青少年保護及び健全育成の観点から適切でないもの

（11）消費者の利益の確保及び公正な競争の観点から適切でないもの

（12）前各号に掲げるもののほか、掲載する広告として妥当でないと認められるもの

２　前項に規定する広告事業の範囲に係る業種、業者及び掲載の基準については、別に定めるものとする。


（募集方法等）


第４条　広告の募集方法、予定価格及び選定方法等は、必要に応じて、広告媒体ごとに別に定めるものとする。

（審査機関）


第５条　広告等の掲載の可否を審査するため、広告掲載審査委員会（以下「審査会」という。）を設ける。


２　審査会の委員は行政経営課長、財産活用課長、人権企画課長、男女参画・府民協働課長、広報広聴課長、消費生活センター所長、子ども青少年課長、都市整備総務課長、居住企画課長、建築環境課長及び教育総務企画課長をもって充てる。

３　審査会の委員長は行政経営課長をもって充てる。


４　委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その職務を代理する。 


（会議）


第６条　審査会の会議は、広告の掲載の可否について疑義が生じた場合において、委員長が必要と認めたときに、委員長が招集する。


２　審査会の会議は、委員長がその議長となる。


３　審査会の会議は、委員の過半数以上が出席しなければ開くことができない。


４　審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。


５　委員長は、広告を掲載するそれぞれの府資産を所管する課の課長を審査会に出席させ、その意見又は説明を求めるものとする。


６　委員長は、必要があると認めたときは、審査会の会議に関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 


（庶務）


第７条　審査会の庶務は、行政経営課において処理する。 


（雑則）


第８条　広告事業は、この要綱に定めるもののほか、大阪府屋外広告物条例、大阪府公有財産規則、その他の関係法令の定めるところによる。 


２　この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定めるものとする。


附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成１７年３月８日から施行する。 


附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 


附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成１９年１月１１日から施行する。 


附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成２２年４月１３日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。

附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。


附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附則


（施行期日）


１　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

附則


（施行期日）


１　この要綱は、令和３年１１月１日から施行する。

附則


（施行期日）


１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。


image7.emf
05   【個人】契約書.docx


05  【個人】契約書.docx










契　　約　　書

		１

		名称

		個人事業税納税通知書送付用封筒への広告掲載に係る契約



		2

		契約期間

		令和９年４月１日から令和９年８月31日まで



		3

		契約金額

（消費税及び地方消費税を含む）

		

		

		十億

		

		

		百万

		

		

		千

		

		

		円



		

		

		

		

		

		

		

		

		

		

		

		

		

		



		4

		備考

		広告の掲載については、別紙仕様書のとおりとする。







この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通をそれぞれが保有する｡



令和　 年　 月   日



甲　　   大  阪  府

代  表  者　　大阪府知事　　吉村　洋文



乙　　   


(総則)

第１条　乙は、本業務の処理に当たり知り得た一切の事項については、理由の如何を問わず他人に開示または漏洩してはならない。また、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

２　乙は、この契約書、仕様書、大阪府広告事業要綱（以下「要綱」という。) 、大阪府広告事業掲載基準(以下「基準」という。) 及び税務局広告事業要領（以下「要領」という。）に定めるところに従わなければならない。

３　この契約に係る請求、通知、申出、同意、承諾及び解除は、書面により行う。

(権利義務の譲渡の禁止)

第２条　乙は、この契約から生ずる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。

(事故発生時の報告)

第３条　乙は、本契約の履行に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じたときは、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとする。

(法令の遵守)

第４条　乙は、本契約の履行に関し、法令及び関係規程を遵守しなければならない。

(広告料の納付)

第５条　乙は、広告料を甲が定める納付期限までに、甲が発行する納入通知書により納付しなければならない。

２　乙は、自己の責めに帰する事由により前項の規定による広告料の納付が遅れたときは、納付期限の日の翌日から納付の日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算して得た額の遅延利息を甲に支払うものとする。

(広告原稿の作成)

第６条　乙は、広告の原稿を全て乙の責任及び負担で作成するものとする。

(広告内容の修正)

第７条　甲は、広告の内容、デザイン等が各種法令等又はこの契約書、仕様書、要綱、基準及び要領に違反し、又はそのおそれがあると判断したときは、いつでも乙に対し広告の内容等の修正を求めることができるものとする。また、広告を掲載中であっても同様とする。

(広告掲載の取りやめ)

第８条　甲は、次の各号に該当する場合には、乙への催告その他何らの手続をすることなく、広告の掲載を取りやめることができるものとする。

 (1)　乙が、前条に規定する広告の内容等の修正を行わないとき。

(2)　乙が、各種法令等又はこの契約書、仕様書、要綱、基準及び要領に違反し、又はそのおそれがあると、甲が判断したとき。

(広告料の返還)

第９条　甲は、納付された広告料は返還しないものとする。ただし、特別の理由があるときは、その全部又は一部を返還することができる。

(契約解除)

第10条　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約を解除することができる。

(1)　甲が指定する期日までに、乙から広告料の納付がないとき。

(2)　前号に掲げるもののほか、広告の掲載を継続することが適切でないと認めるとき。

 (損害賠償)

第11条　乙は、本契約の履行に関し、この契約及びこの契約に基づく甲の指示に違反して、甲又は第三者に損害を与えた場合は、甲の責めに帰すべき事由による場合を除き、その損害を賠償しなければならない。

(その他)

第12条　甲の令和９年度歳入予算のうち当該契約に関する部分に変更が生じたときは、甲乙協議の上、当該契約を変更又は解除することができる。

２　この契約書に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。





14



1




image8.emf
04   【個人】仕様書.docx


04  【個人】仕様書.docx
	別紙





仕　様　書



○広告媒体

令和９年度に大阪府が大阪府内に事務所・事業所を有する個人事業主あてに送付する封筒１種（個人事業税納税通知書送付用封筒）



		広告媒体

		個人事業税納税通知書送付用封筒



		発送時期（予定）

		令和９年8月上旬



		予定発送件数

（※１）

		約72,000件



		広告枠の規格

		縦23㎜×横200㎜（46㎠）



		刷り色（※２）

		1色　青色



		封筒材質

		上質紙



		掲載位置

		フラップ部分（封筒の折り返し部分）



		

		約120ｍｍ



広告掲載面

約230ｍｍ





		校正の回数

		発送前の１回



		広告の内容

		原則全発送分同一



		備考

		広告媒体には、広告と併せ以下の文言を記載

「大阪府では、財源確保の一環として広告を掲載しています。広告内容等について大阪府が推奨するものではありません。」





※１　予定発送通数は令和８年度実績の概数であり、今回募集を行う封筒の通数を保証するものでは

ありません。また、予定通数を下回った場合でも、広告料は変わらないものとします。

※２　印刷の過程で色味を調整することがあります。






image1.emf
03   【共通】誓約書.docx


03  【共通】誓約書.docx




[bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK4][bookmark: OLE_LINK2]（元請負人用）

事　業　名：　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　約　書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



公共工事等に係る契約の履行に当たって、大阪府暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（以下「規則」という。）を守り、下記事項について誓約します。



記



		

		誓約事項

		チェック欄



		１

		規則第３条第１項各号のいずれにも該当しません。

		☐



		２

		条例第11条第２項の規定により、大阪府から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿等）により提出します。

		



		３

		本誓約書その他の大阪府に提出した書面等を、大阪府が大阪府警察本部に提供することに同意します。

		



		４

		規則第８条及び第10条に規定する事項について、遵守します。

		





（注）上記の内容を確認した上で、チェック欄の□にレ点を記入してください。）



大阪府知事　様

　　年　　月　　日　　　所在地

商号又は名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の生年月日　　　　　　　年　　月　　日

（1） 次の者は、「規則第３条第１項各号」に該当します。

①暴力団員

②自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者

[bookmark: _Hlk185332595]③暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品等の利益又は役務の供与をした者

[bookmark: _Hlk185332686]④暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償のない金品等の利益又は役務の供与をした者

⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

⑥役員等（事実上、経営に参加している者を含む。）が①から⑤までのいずれかに該当する事業者

⑦①から⑥までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、大阪府が発注する公共工事等の下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者

（２） 元請負人は、次の事項を遵守しなければいけません。（規則第８条及び第10条関係）

①下請契約又は再委託契約を締結する前に下請負人に誓約書を提出させなければいけません。誓約書を提出しない者を下請負人としてはいけません。

②下請契約の前に、下請負人の名称等を、府に通知してください。

③下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結する前に、相手方が入札参加除外者又は誓約書違反者に該当しないことを確認してください。

[bookmark: _Hlk185332728]④下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結した者が、その契約を締結した日から契約期間が満了する日までの間に上記（１）①から⑦までのいずれかに掲げる者に該当することとなったとき又は誓約書違反者となったときは、その下請契約等の解除を求めなければいけません。　

（あらかじめ、契約書に暴力団排除条項を盛り込んでおく等の対応が考えられます。）

⑤公共工事等に係る契約の履行に当たって、暴力団員又は暴力団密接関係者による不当介入を受けたときは、速やかに府に報告してください。

※下請負人には第２次以下の下請契約又は再委託契約の当事者を含みます。

















































暴力団追放

基本的な心構え（暴力団追放３ない運動 ＋ １）





暴力団を追放するためには、次の４点を基本的心構えとしてください。



１　暴力団を恐れない

「暴力団員は凶暴で何をするか分からない」という恐怖感があります。
　しかし、彼らは暴力をふるうために企業を訪ねて来るのではなく、金を得ることがその目的です。
　その目的達成のため、暴力団は怖いというイメージをフルに利用し、しかも暴行・脅迫等にならないよう、つまり警察に捕まらないよう細心の注意を払いつつ不当な要求をしてくるのです。
　要は、暴力団の本質を理解し、必要以上に恐れず、彼らの要求を冷静に聞き、毅然とした態度で対応することが大切です。



２　暴力団に金を出さない

暴力団員の不当要求の手口は、威圧的な態度を示して、応対者を困惑させ、支払わざるを得ない心理状態に陥れることが多いのです。応対者に一刻も早くこの場を収めたいという気持ちにさせ、金を得るのが彼らの常套手段です。こうして支払われた金が、暴力団を肥やし育て、新たな被害者を生むことになります。
　そして、支払われた金は、決して物事の解決にはつながりません。それどころか「この企業（個人）は金になる」との印象を与え、更なる要求へ、また、その情報は彼らの組織を通じ他の暴力団等へと流れる結果となります。
　そのようなことにならないためにも、不当な要求には断じて応じないという姿勢を示し、彼らにこの相手はアタックしても無駄だと思い知らしめることが重要です。



３　暴力団を利用しない

　暴力団は、自分の利益のみを考えています。
　時には、暴力団を利用した人と暴力団の利害が一致し、一時的には良い結果が得られたとしても、後日彼らは、利用者からも約束以上の金を巻き上げるため、あの手この手でやってきます。
　現実に、「暴力団を利用した結果弱みをつかまれ、逆にその暴力団に多額の金を支払わざるをえなかった」という事例も見られます。
　暴力団の利用については、暴力団対策法では、「何人も指定暴力団員に暴力的要求行為を依頼してはならない」と規定し、利用した人も規制・取締りの対象となります。



４　暴力団と「交際しない」

交際は「暴力団の活動を助長」暴力団はあらゆる機会を狙って近づいてきます。

●  暴力団と関係すること自体が不当要求のきっかけになることがあります。

●　暴力団と交際していると「暴力団と社会的に非難されるべき関係にある者」とされ、公共事業等から排除されることがあります。



　（公益財団法人　大阪府暴力追放推進センター　ＨＰ　より）



●大阪府暴力団排除条例（抜粋）

(府民及び事業者の責務)

第五条　府民は、基本理念にのっとり、相互に連携を図りつつ主体的に暴力団の排除に取り組むとともに、府が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。

２　事業者は、基本理念にのっとり、その事業に関し、暴力団との一切の関係を持たないよう努めるとともに、府が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。

３　府民及び事業者は、基本理念にのっとり、暴力団の排除に資すると認められる情報を府に対し積極的に提供するよう努めるものとする。










